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1．はじめに 

データセンターは，これまで通信事業者や金融機関な

どがコンピューターを設置する場所として利用されてき

たが，近年，インターネットやネットワーク，あるいは

システム管理技術の向上に伴い，データセンターを利用

する企業や機関が増えている． 

特に，サーバー技術の複雑化や多様化するサーバー管

理の負担に加え，今後はクラウドコンピューティングへ

の流れが本格化するため，ユーザーのデータセンターへ

の注目度がさらに高まることが想定される．IT 資源は

「保有」から「利用」への流れになりつつあり，データ

センター事業者が果たす役割は，ますます重要となって

いる．したがって，データセンター事業者は，より質の

高い IT サービスが求められと同時に，よりリスクが少な

いデータセンターをユーザーに提供して運用する必要が

あるといえる． 

一般に，データセンターの建設や選定のポイントとし

ては，立地特性，防災性能，セキュリティ，電力・通信

の供給安定性，空調能力などが挙げられるが，現状では，

データセンター業界において，これらのポイント（ニー

ズ）を満足すべく，品質向上のための各種基準類が整備

されてきている．特に地震をはじめ自然災害の多い日本

では，立地特性や施設の防災性能をまずは重視し，対応

を図ることが必要とされている． 

本稿は，このような背景のもと，現状国内外で利用さ

れている主なデータセンターに関する基準類を概観する

とともに，2010 年 10 月に国内で制定された新基準につい

てまとめたものである．また，新基準で考慮されている

地震リスクに対する考え方を取上げるとともに，データ

センター事業における災害リスク評価の役割について整

理したものである． 

 

2．データセンターに関する主な基準類 

（1）海外の基準類 

海外におけるデータセンターの主要な基準類としては，

米国の民間団体 Uptime Institute の「Tier（Tier Performance 

Standards）」が良く知られている．同基準は，データセン

ターの信頼性を評価する基準で，表 1 に示すように，その

評価レベルは施設の性能に合わせて TierⅠ～Ⅳの 4 レベル

に分けられている．Tier は，その評価の有効性が認められ，

外資系金融機関を中心に広く使われ，近年日本でも一般

的に用いられるようになっている． 

一方，その他の海外の主な基準としては，TIA（米国通

信工業会）の「TIA-942」がある．これはデータセンター

のための建物や設備などに関する 220 項目の基準が整備さ

れ，データセンター構築の設計指針となる規格になって

いる． 

（2）国内の基準類 

国内における主な基準類の一つとして，FISC（The 

Center for Financial Industry Information Systems: 財団法人金

融情報システムセンター）が発行する「金融機関等コン

ピュータシステムの安全対策基準・解説書」がある．同

基準は，コンピュータシステムに関連する設備，安全お

よび運用に関する基準が定義されているもので，これま

で 6 回の改訂が行われるなど，金融業界におけるスタンダ

ードとして用いられてきているものである． 

また，もう一つの代表的な基準として，「 JEITA

（JEITA IT-1004）」がある．この基準は，社団法人電子

情報技術産業協会から発行されており，屋内における産

業用情報処理・制御機器の設置環境を対象に，情報シス

テムの安定稼働と安全性を確保するための必要条件が規

定されている． 

 

表 1 Tier の代表的な施設性能を表す評価項目 1) 

評価項目 ＴｉｅｒⅠ ＴｉｅｒⅡ ＴｉｅｒⅢ ＴｉｅｒⅣ 

供給経路 1 1 
１ active, 

１ alternate 
２ active 

自家用 

発電機 

構成 Ｎ Ｎ＋１ ２Ｎ ２Ｎ 

時間 運転時間に制約あり 運転時間に制約無し 

電源容量 
初期 ＜１ｋＷ １～２ｋＷ １～２ｋＷ １～３ｋＷ 

最大 ＜１ｋＷ １～２ｋＷ ＞３ｋＷ ＞４ｋＷ 

ＵＰＳ Ｎ Ｎ＋１ Ｎ＋１ ２Ｎ 

空調設備 Ｎ Ｎ Ｎ＋１ ２Ｎ 

フリーアクセス 300 ｍｍ 450 ｍｍ 
750mm～ 

900 ｍｍ 

750mm～

1000 ｍｍ 

 

3．新基準と災害リスク評価の役割 

（1）データセンターに関する新基準 2) 

データセンターの構築に当り，求める信頼性を実現す

るためのファシリティ内容を定めたスタンダードな基準

には「Tier」がある．しかしながら，これはグローバルな

実情に合わせて作成されたファシリティ基準であり，日

本の実情が考慮されていないという問題を持っている． 

例えば，Tier では，電源インフラは自家用発電による供

給がメインであり，商用電源はそのバックアップである

とされているが，我が国では，商用電源の信頼性は高く，

この考え方に当てはまらない．また，日本は地震国であ

るため施設の耐震性に関する検討が重要であるが，Tier に

はその規定がない． 



こうした課題を解決するため，日本の実情に即した日

本独自のファシリティスタンダードを目指して，特定非

営利活動法人日本データセンター協会（JDCC：Japan Data 

Center Council）が，日本独自の基準を作成することにな

り，昨年（2010 年 10 月）に「データセンターファシリテ

ィスタンダード（以降，ファシリティスタンダード）」

が制定された． 

ファシリティスタンダードは，データンセンター事業

者に加えて利用者やデータセンターの設計・運用に携わ

る関係者まで，広く利用されることを目的に作成された

データセンターに関する品質評価基準である．同基準は，

日本において大きな影響を持つ FISC や JEITA といった既

存のファシリティ基準との整合を考慮するとともに，

Uptime Institute の Tier や TIA-942 といった海外基準，また

ASHRAE（米国暖房冷凍空調学会）や IEEE（米国電気電

子学会）の規定をガイドラインとして構成されている．

また同基準は，ファシリティの品質レベルをティアと称

し（注：Tier とは異なる），これは表 2 に示すように 4 段

階のレベルが設けられ，その数字が大きくなる程，デー

タセンターのサービスレベルが高いことを表すことにな

っている． 

ファシリティスタンダードで特徴的なのは，Tier などで

はこれまで考慮されていなかった日本独自の評価項目と

して，①地震リスク評価，②ファシリティリスク，③運

営管理リスク評価，の 3 つが盛込まれていることが挙げら

れる．①については，地震危険度や施設の耐震性を踏ま

えた総合的な評価であり，②はデータセンター専用ビル

かどうか，あるいはセキュリティやファシリティレベル

などに対する評価である．また③は，データセンターの

管理体制や運用マネジメントに関する評価である． 

 

表 2 各ティアレベルが想定しているサービスレベル 2) 
 データセンターのサービスレベル 

ティア 1 

・ 地震や火災など災害に対して，一般建物レベルの安全性が確保されている． 

・ 瞬間的な停電に対してコンピューティングサービスを継続して提供できる設

備がある． 

・ サーバ室へのアクセス管理が実施されている． 

・ 想定するエンドユーザの稼働信頼性：99.67％以上 

ティア 2 

・ 地震や火災など災害に対して，一般建物レベルの安全性が確保されている． 

・ 長時間の停電に対してもコンピューティングサービスを継続して提供できる

設備がある． 

・ サーバ室へのアクセス管理が実施されている． 

・ 想定するエンドユーザの稼働信頼性：99.75％以上 

ティア 3 

・ 地震や火災など災害に対して，一般建物より高いレベルでの安全性が確保さ

れている． 

・ 機器のメンテナンスなど一部設備の一時停止時においても，コンピューティ

ングサービスを継続して提供できる冗長構成の設備がある． 

・ 建物およびサーバ室へのアクセス管理が実施されている． 

・ 想定するエンドユーザの稼働信頼性：99.98％以上 

ティア 4 

・ 地震や火災など災害に対してデータ保全の安全性を保ち，かつ可用性も確保

した非常に高いレベルでの耐災害性が確保されている． 

・ 機器の故障やメンテナンスなど一部設備の一時停止時において，同時に一部

機器に障害が発生してもコンピューティングサービスを継続して提供でき

る，より高いレベルの冗長構成の設備がある． 

・  敷地，建物，サーバ室およびラック内のＩＴ機器へのアクセス管理が実施さ

れている． 

・ 想定するエンドユーザの稼働信頼性：99.99％以上  

（2）災害リスク評価の役割 

前述のとおり，ファシリティスタンダードでは，災害

リスクに関して，地震リスク評価が項目として取り入れ

られている．文献 2)を参照すると，表 3 のように，その評

価基準は PML による評価と建築基準法による評価の 2 つ

の場合があるとされている． 

ここで PML とは Probable Maximum Loss（予想最大損

失）の略で，地震時に施設で予想される経済損失を地震

の発生から施設の被害までを考慮し，確率論的手法によ

り算出したものである．PML は，これまで主に保険や不

動産金融市場などで参照されてきたある意味で特殊な指

標であるが，近年，本稿で取上げたデータセンターの例

も含め，こうした定量化されたリスク指標が求められる

ケースが増えているように思われる．例えば，筆者の知

る限りでは，BCM（Business Continuity Management），レ

ンダーの融資判断，金融機関のバーゼルⅡ対応などがあ

り，リスクの定量化（評価）の意義は高まっていると考

える． 

なお，ファシリティスタンダードに限らず，FISC や

JEITA においても，災害に対する対策事項はある程度盛り

込まれている．FISC に関しては，データセンターの建

設・立地選定の際には，地震に限らず，火災，落雷，津

波，高潮，出水，電界・磁界障害，空気汚染，火山，重

塩害，振動など，種々の災害環境に考慮をすべきことが

記されている．このような配慮を具体的に行うためには，

災害リスクを定量的に把握することが有効であり，その

上でも災害リスク評価の役割は大きいと思われる． 

 

表 3 建物の地震リスクに対する安全性 2) 

（a）PML による評価の場合 
 評価内容 

ティア 1 PMLが 25～30％未満 

ティア 2 PMLが 20～25％未満 

ティア 3 PMLが 10～20％未満 

ティア 4 PMLが 10％未満 

（b）建築基準法による評価の場合 

 
評価内容 

震度 6 弱以下※1 震度 6 強以上※1 

ティア 1 
1981 年以前の 

建築基準法に準拠※2 

1981 年以前の 

建築基準法に準拠※2 

ティア 2 
1981 年 6 月改正の 

建築基準法に準拠 

ティア 3 
1981 年 6 月改正の 

建築基準法に準拠 

1981 年 6 月改正の 

建築基準法に準拠, 

かつ耐震性能Ⅱ類※3相当 

ティア 4 

1981 年 6 月改正の 

建築基準法に準拠, 

かつ耐震性能Ⅱ類※3相当 

1981 年 6 月改正の 

建築基準法に準拠, 

かつ耐震性能Ⅰ類※3相当 
※1 今後 50 年間に 10％の確率で発生する可能性のある予測震度（文部科学省 全国地震動予測地図） 

※2 耐震診断の結果，耐震補強不要と判断された場合耐震補強が必要と判断され耐震補強を実施済み 

の場合 

※3 官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説（建設大臣官房官庁営繕部監修，平成８年版）高さ 60 ｍ 

を超える高層建築物，免震建物はⅠ類 

 

4．まとめ 

本稿では，データセンターの国内外における主要な基

準類を整理し，2010 年 10 月に制定された新基準を概観し

た．また，新基準などにおける災害リスク評価とその役

割についても触れ，取りまとめた． 

前章で述べたように，近年，様々な分野で災害リスク

評価のニーズがある．地震だけに特化してみても，保険

や金融業界にとどまらず，本稿で取上げたデータセンタ

ー市場をはじめ BCM など様々な利活用分野があり，災害

リスク評価の役割はますます高まると思われる． 
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